
平成 17年 12月期  個別中間財務諸表の概要      平成17年 8月26日

上 場 会 社 名 株式会社トーア紡コーポレーション 上場取引所　東 大

コード番号 3204 本社所在都道府県 大阪府

(ＵＲＬ　http://www.toabo.co.jp/)

代　　表　　者 役職名 代表取締役社長 氏　名 田中　昌弘

問合せ先責任者 役職名 取締役管理本部長 氏　名 森本　健三 ＴＥＬ(06)6203-9964

決算取締役会開催日 平成17年 8月26日 中間配当制度の有無　　有　　　

中間配当支払開始日 単元株制度採用の有無　有(1単元1,000株)　　

1.17年 6月中間期の業績(平成17年 1月 1日～平成17年 6月30日)

(1)経営成績 (注)金額は百万円未満切捨て

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

 17年 6月中間期 1,653 9.2 277 27.1 174 22.2

 16年 6月中間期

 16年12月期

百万円 ％ 円 銭 円 銭

 17年 6月中間期 7 △82.2

 16年 6月中間期

 16年12月期

(注)①期中平均株式数（優先株式については、単2ページをご参照ください。※1）

普通株式

    ②会計処理の方法の変更 無

    ③営業収益、営業利益、経常利益、中間（当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率

      平成15年12月期は変則決算のため中間期はなく、平成16年６月中間期の対前年中間期増減率を記載しておりません。

(2)配当状況

円 銭 円 銭

 17年 6月中間期

 16年 6月中間期

 16年12月期

(3)財政状態

百万円 百万円 ％ 円 銭

 17年 6月中間期

 16年 6月中間期

 16年12月期

(注)①期末発行済株式数（優先株式については、単2ページをご参照ください。※2）

普通株式

　　②期末自己株式数　　 

普通株式

2.17年12月期の業績予想(平成17年 1月 1日～平成17年12月31日)

百万円 百万円 百万円 円 銭 円 銭

(参考)1株当たり予想当期純利益(通期)　　　 　69銭

※上記の予想は、本資料の発表日現在における将来の経済環境予想等の前提に基づいて作成されたものであり、実際の業績

は、今後様々な要因によって予想数値と異なる場合があります。なお業績予想に関連する事項につきましては、添付資料の

連９ページをご参照ください。

0.10

1,512         ―        ―

497

7,164

34,370 120.75

        ― 0.74

3.21

１株当たり年間配当金

16年6月中間期　54,229,992 株

31,436

営 業 収 益 営 業 利 益 経 常 利 益

中間(当期)純利益 １株当たり中間(当期)純利益

143

275

218        ―

17年6月中間期　    53,681 株 16年6月中間期    　16,558 株

17年6月中間期　72,009,529 株

20.6

3,184

40

１株当たり株主資本株主資本比率総  資  産

通　　　期

営業収益 経常利益

3,220 280 0.00

１株当たり年間配当金

期　末

50

当期純利益

0.00

―

16年6月中間期　57,576,064 株 16年12月期　59,027,618 株

119.38

22.7

7,087

―0.00

0.00

0.00

16年12月期    　35,592 株

潜在株式調整後１株当たり中間
(当期)純利益

0.72

3.17

121.36

16年12月期　56,498,536 株

0.10

26.9

株  主  資  本

181

１株当たり中間配当金

31,916 8,597

―

―

17年6月中間期　68,607,360 株
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※１

「期中平均株式数」

株 株 株

※２

「期末発行済株式数」

株 株 株

―

「１．17 年 6月中間期の業績」指標算式

○１株当たり中間(当期)純利益

○１株当たり株主資本

「２．17 年12月期の業績予想」指標算式

○１株当たり予想当期純利益(通期)

（注）当中間期の新株予約権の行使による発行済株式数の増加内容は以下のとおりであります。

平成17年3月14日

普通株式に係る予想当期純利益

中間期末の普通株式の発行済株式数

普通株式に係る中間(当期)純利益

普通株式の期中平均株式数

普通株式に係る中間期末資本の部合計

中間期末の普通株式の発行済株式数

平成17年2月14日

平成17年2月28日 普通株式

―合　　　計 普通株式 13,000,000 685

16年12月期

16年12月期

普通株式

優先株式 ―

56,498,536

普通株式

270,000優先株式 ―

72,009,529 57,576,064

301,758 192,104

普通株式

平成17年1月21日

発行済株式数増加数
（株）

新株予約権の行使 株式種類

普通株式

普通株式

147

221

2,800,000
105.42

(53)

105.42

105.42

(53)

105.42

 17年 6月中間期  16年 6月中間期

68,607,360

 17年 6月中間期  16年 6月中間期

54,229,992

59,027,618

4,200,000

4,000,000

2,000,000

210

105

(53)

資本金の増加額
（百万円）

1株の発行価額
（資本組入額）
（円）

(53)
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注記
番号

構成比
(%)

構成比
(%)

構成比
(%)

1,173 676 478

２. 受取手形 ※５ 600 1,281 248

３. 売掛金 386 445 496

４. たな卸資産 200 183 160

５. 関係会社短期貸付金 4,198 4,109 4,604

６. その他 266 120 148

    貸倒引当金 △ 61 △ 32 △ 54

 流動資産合計 6,766 19.7 6,784 21.3 6,082 19.3

※1.2

  (1) 建物 3,153 2,941 3,043

  (2) 土地 14,279 12,404 12,406

  (3) その他 289 256 277

　　　 計 17,722 15,603 15,727

56 52 58

  (1) 投資有価証券 ※２ 2,846 2,538 2,641

  (2) 関係会社株式 6,773 6,773 6,773

  (3) その他 361 292 322

△ 159 △ 126 △ 156

△ 27 △ 36 △ 36

　　　 計 9,794 9,441 9,544

 固定資産合計 27,574 80.2 25,097 78.6 25,330 80.6

30 0.1 34 0.1 24 0.1

34,370 100.0 31,916 100.0 31,436 100.0

１. 現金及び預金

Ⅱ　固定資産

２. 無形固定資産

１. 有形固定資産

Ⅲ　繰延資産

   貸倒引当金

   投資損失引当金

３. 投資その他の資産

 資産合計

Ⅰ　流動資産

(平成16年６月30日)

前中間会計期間末 当中間会計期間末

金額（百万円）

(資産の部)

金額（百万円） 金額（百万円）区分

中　間　貸　借　対　照　表

(平成17年６月30日)

前事業年度の要約貸借対照表

(平成16年12月31日)
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注記
番号

構成比
(%)

構成比
(%)

構成比
(%)

(負債の部)

１. 買掛金 311 358 285

２. 短期借入金 ※２ 14,969 11,540 12,938

３. 未払法人税等 3 137 0

４. 預り敷金・保証金 ※２ ― 336 336

５. その他 1,721 1,466 791

 流動負債合計 17,005 49.5 13,839 43.4 14,352 45.7

１. 長期借入金 ※２ 2,103 2,705 2,228

２. 繰延税金負債 3,487 2,774 3,363

３. 退職給付引当金 294 292 291

４. 長期預り敷金・保証金 ※２ 4,391 3,696 4,024

５. その他 0 10 11

 固定負債合計 10,277 29.9 9,479 29.7 9,920 31.5

27,282 79.4 23,319 73.1 24,272 77.2

(資本の部)

Ⅰ　資本金 2,750 8.0 3,435 10.7 2,750 8.8

Ⅱ　資本剰余金

１. 資本準備金 884 1,569 884

２. その他資本剰余金 2,651 2,651 2,651

 資本剰余金合計 3,535 10.3 4,221 13.2 3,535 11.2

Ⅲ　利益剰余金

40 189 181

　  利益剰余金合計 40 0.1 189 0.6 181 0.6

762 2.2 757 2.4 699 2.2

Ⅴ　自己株式 △ 1 △0.0 △ 5 △0.0 △ 3 △0.0

 資本合計 7,087 20.6 8,597 26.9 7,164 22.8

 負債・資本合計 34,370 100.0 31,916 100.0 31,436 100.0

中　間　貸　借　対　照　表

前中間会計期間末

金額（百万円）

当中間会計期間末 前事業年度の要約貸借対照表

金額（百万円） 金額（百万円）

１. 中間(当期)未処分利益

(平成16年12月31日)(平成17年６月30日)

Ⅱ　固定負債

Ⅰ　流動負債

(平成16年６月30日)

区分

 負債合計

Ⅳ　その他有価証券評価差額金

－単4－



ﾄｰｱ紡ｺｰﾎﾟﾚｰｼｮﾝ

注記
番号

百分比
(%)

百分比
(%)

百分比
(%)

Ⅰ　営業収益 1,512 100.0 1,653 100.0 3,184 100.0

Ⅱ　営業費用

１. 売上原価 721 843 1,623

２. 不動産賃貸原価等 240 228 472

３. 販売費及び一般管理費 332 1,294 85.6 303 1,375 83.2 591 2,687 84.4

 営業利益 218 14.4 277 16.8 497 15.6

Ⅲ　営業外収益 ※１ 202 13.4 150 9.1 345 10.9

Ⅳ　営業外費用 ※２ 277 18.3 253 15.3 567 17.8

経常利益 143 9.5 174 10.6 275 8.7

Ⅴ　特別利益 ※３ 275 18.2 158 9.6 367 11.5

Ⅵ　特別損失 ※４ 1,087 71.9 717 43.4 1,255 39.4

税引前中間(当期)純利
益（△純損失）

△ 669 △44.2 △ 384 △23.2 △ 612 △19.2

法人税、住民税及び
事業税

3 134 0

過年度法人税等 ― 101 ―

法人税等調整額 △ 713 △ 709 △46.9 △ 627 △ 391 △23.7 △ 794 △ 793 △24.9

中間(当期)純利益 40 2.7 7 0.5 181 5.7

前期繰越利益 ― 181 ―

中間(当期)未処分利益 40 189 181

当中間会計期間 前事業年度の要約損益計算書

区分 金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円）

中　間　損　益　計　算　書

(自 平成16年１月１日

    至 平成16年12月31日)

(自 平成17年１月１日

    至 平成17年６月30日)

(自 平成16年１月１日

    至 平成16年６月30日)

前中間会計期間
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中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項

１.資産の評価基準及び評 (1) 有価証券 (1) 有価証券 (1) 有価証券

 　価方法  　 子会社株式及び関連会社株式  　 子会社株式及び関連会社株式  　子会社株式及び関連会社株式

移動平均法による原価法 同左 同左

 　 その他有価証券   　その他有価証券  　その他有価証券

      時価のあるもの       時価のあるもの      時価のあるもの

   中間期末日の市場価格等に 同左   期末日の市場価格等に基づ

   基づく時価法   く時価法

 （評価差額は全部資本直入法  （評価差額は全部資本直入法

   により処理し、売却原価は    により処理し、売却原価は

   移動平均法により算定）    移動平均法により算定）

 時価のないもの 時価のないもの 時価のないもの

　移動平均法による原価法 同左 同左

(2) たな卸資産 (2) たな卸資産 (2) たな卸資産

  　製品･原料･仕掛品  　 製品･原料･仕掛品  　 製品･原料･仕掛品

      総平均法による原価法 同左 同左

２.固定資産の減価償却の (1) 有形固定資産 (1) 有形固定資産 (1) 有形固定資産

　 方法 　  主として定率法によっておりま 同左 同左

  す。

(2) 無形固定資産 (2) 無形固定資産 (2) 無形固定資産

 　 定額法。ただし、自社利用のソ 同左 同左

  フトウェアについては、社内にお

  ける利用可能期間に基づく定額法

  によっております。

３.繰延資産の処理方法 (1) 創立費 (1) 創立費 (1) 創立費

　  商法の規定に基づき５年以内に 同左 同左

  均等額以上を償却する方法を採用

  しております。

(2) 新株発行費 (2) 新株発行費 (2) 新株発行費

　  商法の規定に基づき３年以内に 同左 同左

  均等額以上を償却する方法を採用

  しております。

４.引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金 (1) 貸倒引当金 (1) 貸倒引当金

　  債権の貸倒れによる損失に備え 同左 同左

  るため、一般債権については貸倒

  実績率により、貸倒懸念債権等特

  定の債権については個別に回収可

  能性を検討し、回収不能見込額を

  計上しております。

         至 平成17年６月30日)          至 平成16年12月31日)

前中間会計期間

項目     　 (自 平成16年１月１日

      　至 平成16年６月30日)

当中間会計期間 前事業年度

        (自 平成17年１月１日         (自 平成16年１月１日
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(2) 退職給付引当金 (2) 退職給付引当金 (2) 退職給付引当金

  　従業員の退職給付に備えるため、 同左  　 従業員の退職給付に備えるため、

  当事業年度末における退職給付債   当事業年度末における退職給付債

  務及び年金資産の見込額に基づき、   務及び年金資産の見込額に基づき

  当中間会計期間末において発生し   計上しております。なお、会計基

  ていると認められる額を計上して   準変更時差異は、10年による按分

  おります。なお、会計基準変更時   額を費用処理しております。

  差異は、10年による按分額を費用

  処理しております。

(3) 投資損失引当金 (3) 投資損失引当金 (3) 投資損失引当金

　  関係会社株式への投資に対する 同左 同左

  損失に備えるため、関係会社の財

  政状態等の実情を勘案し、必要見

  込額を計上しております。

 （会計処理方法の変更）   （会計処理方法の変更）   （会計処理方法の変更） 

 当中間会計期間より新たに「投  当事業年度より新たに「投資損

  資損失引当金」を計上しておりま   失引当金」を計上しております。

  す。この変更は、平成15年10月１   この変更は、平成15年10月１日に

  日に会社分割を行ったことにより   会社分割を行ったことにより関係

  関係会社株式の金額的重要性が増   会社株式の金額的重要性が増加し

  加したこと及び事業再編により独   たこと及び事業再編により独自の

  自の裁量と責任を有するに至った   裁量と責任を有するに至った傘下

  傘下の関係会社を統率するのは持   の関係会社を統率するのは持株会

  株会社の責務であり、その結果を   社の責務であり、その結果をトー

  トーア紡グループの実質的始業と   ア紡グループの実質的始業となる

  なる当事業年度から評価し、財務   当事業年度から評価し、財務健全

  健全性の観点から必要見込額を引   性の観点から必要見込額を引当計

  当計上するものであります。   上するものであります。

　  この変更に伴い、従来の方法に 　  この変更に伴い、従来の方法に

  よっていた場合と比較して、税引   よっていた場合と比較して、税引

  前中間純損失は27百万円増加して   前当期純損失は36百万円増加して

  おります。   おります。

５.リース取引の処理方法  　 リース物件の所有権が借主に移 同左 同左

  転すると認められるもの以外のフ

  ァイナンス・リース取引について

  は、通常の賃貸借取引に係る方法

  に準じた会計処理によっておりま

  す。

         至 平成16年12月31日)

当中間会計期間 前事業年度

        (自 平成17年１月１日         (自 平成16年１月１日

―――――

前中間会計期間

項目     　 (自 平成16年１月１日

     　 至 平成16年６月30日)          至 平成17年６月30日)
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前事業年度

     (自 平成16年１月１日         (自 平成17年１月１日         (自 平成16年１月１日

      至 平成16年６月30日)          至 平成17年６月30日)          至 平成16年12月31日)

６.ヘッジ会計の方法 (1) ヘッジ会計の方法 (1) ヘッジ会計の方法 (1) ヘッジ会計の方法

　  為替予約については振当処理の 同左

  要件を満たしている場合は振当処

  理を、金利スワップについては特

  例処理の要件を満たしている場合

  は特例処理を採用しております。

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象 (2) ヘッジ手段とヘッジ対象 (2) ヘッジ手段とヘッジ対象

   (ヘッジ手段)   (ヘッジ対象) 同左

　 為替予約　  　 外貨建債務及び

　　　　　　　 外貨建予定取引

   金利スワップ　 借入金

(3) ヘッジ方針 (3) ヘッジ方針 (3) ヘッジ方針

　  為替相場変動によるリスク及び 同左

  有利子負債の金利変動に対するリ

  スクをヘッジする目的で行ってお

  ります。

(4) ヘッジ有効性評価の方法 (4) ヘッジ有効性評価の方法 (4) ヘッジ有効性評価の方法

 　 ヘッジ対象の相場変動、キャッ 同左

  シュ・フローとヘッジ手段に高い

  相関関係があることを認識し、有

  効性の評価としております。ただ

  し、特例処理による金利スワップ

  については、有効性の評価を省略

  しております。

７.その他中間財務諸表 (1) 消費税等の会計処理 (1) 消費税等の会計処理 (1) 消費税等の会計処理

　 (財務諸表)作成のため  　 消費税及び地方消費税の会計処  　 消費税及び地方消費税の会計処

　 の基本となる重要な事   理は、税抜方式を採用しておりま   理は、税抜方式を採用しておりま

   項   す。   す。

　  なお、消費税及び地方消費税額

  は、仮受消費税等と仮払消費税等

  を相殺のうえ、流動負債の「その

  他」に含めて表示しております。

(2) 連結納税制度の適用 (2) 連結納税制度の適用 (2) 連結納税制度の適用

　  当中間会計期間から連結納税制 　  当事業年度から連結納税制度を

  度を適用しております。 　す。   適用しております。

追加情報

    当社グループは、平成15年１月に東亜紡     当社グループは、平成15年１月に東亜紡     当社グループは、平成15年１月に東亜紡

　織株式会社（泉大津市）で策定した「中期 　織株式会社（泉大津市）で策定した「中期 　織株式会社（泉大津市）で策定した「中期

　経営計画」に基づき、経常利益の安定かつ 　経営計画」に基づき、経常利益の安定かつ 　経営計画」に基づき、経常利益の安定かつ

　増益体制の構築、遊休資産の売却による有 　増益体制の構築、遊休資産の売却による有 　増益体制の構築、遊休資産の売却による有

　利子負債の圧縮を進めております。その結 　利子負債の圧縮を進めてまいりました。そ 　利子負債の圧縮を進めております。その結

　果、当期の連結上の経常利益は411百万円、 　の結果、当期の連結上の経常利益は463百 　果、当期の連結上の経常利益は607百万円、

　有利子負債残高は17,418百万円となりまし 　万円、有利子負債残高は14,474百万円とな 　有利子負債残高は15,463百万円となりまし

　た。 　り、当中間会計年度末において、以下のと 　た。

　　なお、主要取引金融機関をはじめ全取引 　おり有利子負債返済予定総額の100.1％を 　　なお、主要取引金融機関をはじめ全取引

　金融機関とは、当該「中期経営計画」につ 　返済しております。 　金融機関とは、当該「中期経営計画」につ

　いての理解を得るとともに緊密な取引関係 　中期経営計画上の返済予定総額　 　いての理解を得るとともに緊密な取引関係

　も継続しており、今後とも安定的な資金調 　　　　　　　　　　　　　　 6,380百万円 　も継続しており、今後とも安定的な資金調

　達の維持を図る所存であります。 　当中間会計期間末までの返済額 　達の維持を図る所存であります。

　　　　　　　　　　　　　 　6,388百万円

　　なお、主要取引金融機関をはじめ全取引

　金融機関とは、緊密な取引関係を継続し、

　今後とも安定的な資金調達の維持を図る所

　存であります。

前中間会計期間

前中間会計期間 当中間会計期間 前事業年度

同左

同左

同左

同左

当中間会計期間

項目

(自 平成16年１月１日
  至 平成16年６月30日)

同左

　　連結納税制度を適用しておりま

     　　   (自 平成17年１月１日            (自 平成16年１月１日
             至 平成17年６月30日)             至 平成16年12月31日)
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注記事項

(中間貸借対照表関係)

※１.有形固定資産の減価 ※１.有形固定資産の減価 ※１.有形固定資産の減価

　 　償却累計額 3,544百万円 　 　償却累計額 3,744百万円 　 　償却累計額 3,625百万円

※２.担保資産 ※２.担保資産 ※２.担保資産

5,880  根抵当権  土地 7,452  根抵当権  土地 7,452  根抵当権

 工場財団根  建物 1,308  根抵当権  建物 1,354  根抵当権

 抵当権  投資有価  投資有価

 建物 1,403  根抵当権  証券  証券

 投資有価
 証券

[1,230]  短期借入金         714  短期借入金         714

       1,544  長期借入金         787  長期借入金         944

 長期借入金        1,101         272  長期預り敷金・

 長期預り敷金・  長期預り敷金・  保証金

 保証金  保証金       4,688

[1,230]       4,258

       5,675

(注)  [  ]は財団抵当に係る対応債務でありま

　　　 す。

　３.偶発債務 　３.偶発債務 　３.偶発債務

     次の会社の借入金に対して、保証（保証予約      次の会社の借入金に対して、保証（保証予約      次の会社の借入金に対して、保証（保証予約

　 を含む）を行っております。 　 を含む）を行っております。 　 を含む）を行っております。

　 　宮崎トーア㈱（宮崎県） 234百万円 　 　宮崎トーア㈱（宮崎県） 168百万円 　 　宮崎トーア㈱（宮崎県） 202百万円

   ㈱トーアアパレル        20  　大阪新薬㈱ 　　   60  　大阪新薬㈱        75

 　大阪新薬㈱ 　　   91 計       228    ㈱トーアアパレル 　　   20

計       345 計       297

     次の関係会社等の仕入債務に対して、保証を      次の関係会社等の仕入債務に対して、保証を      次の関係会社等の仕入債務に対して、保証を

　 行っております。 　 行っております。 　 行っております。

東亜紡織㈱（大阪市） 41百万円 東亜紡織㈱（大阪市） 39百万円 東亜紡織㈱（大阪市） 60百万円

トーア紡マテリアル㈱       220 トーア紡マテリアル㈱       186 トーア紡マテリアル㈱       186

計       261 計       225 計       246

　４.受取手形割引高 1,453百万円 　４.受取手形割引高 919百万円 　４.受取手形割引高 2,324百万円

     受取手形裏書譲渡高       230      受取手形裏書譲渡高       233      受取手形裏書譲渡高       277

※５.　　　　　　　―――――― ※５.　　　　　　　―――――― ※５.期末日満期手形の会計処理については、当期

   の末日は金融機関の休日のため満期日に決済が

　 行われたものとして処理しております。

　　 期末日満期手形の金額は次のとおりでありま

　 す。

　　 受取手形 10百万円

     割引手形       354

     裏書譲渡手形        34

10,530計

1,490  根担保権

10,250

担保に供している資産

期末帳簿価額
担保権の種類

(百万円)
種類

計

 短期借入金

計

担保権によって担保されている債務

期末残高（百万円）内容

       3,030

12,248

前中間会計期間末
(平成16年６月30日）

担保に供している資産

 根担保権1,730

種類

 土地

担保権の種類
期末帳簿価額
(百万円)

      3,030

当中間会計期間末 前事業年度末
(平成17年６月30日） (平成16年12月31日）

種類

担保に供している資産

期末帳簿価額
担保権の種類

(百万円)

3,234

1,724

内容 期末残高（百万円）

 根担保権

担保権によって担保されている債務

内容 期末残高（百万円）

計

担保権によって担保されている債務

 預り敷金・保証金

計

      2,485
計
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(中間損益計算書関係)

※１.営業外収益のうち主要なもの ※１.営業外収益のうち主要なもの ※１.営業外収益のうち主要なもの

     受取利息 92 百万円      受取利息 95 百万円      受取利息 187 百万円

     受取配当金 105      受取配当金 44      受取配当金 150

※２.営業外費用のうち主要なもの ※２.営業外費用のうち主要なもの ※２.営業外費用のうち主要なもの

     支払利息 233 百万円      支払利息 213 百万円      支払利息 455 百万円

※３.特別利益のうち主要なもの ※３.特別利益のうち主要なもの ※３.特別利益のうち主要なもの

　　 投資有価証券売却益 268 百万円 　　 投資有価証券売却益 123 百万円 　　 投資有価証券売却益 351 百万円

※４.特別損失のうち主要なもの ※４.特別損失のうち主要なもの ※４.特別損失のうち主要なもの

     固定資産処分損 200 百万円      固定資産処分損 3 百万円      固定資産処分損 1,211 百万円

     (内訳)建物廃棄損 142      (内訳)工具器具備品      (内訳)建物廃棄損 168

           土地売却損 49            売却損            土地売却損 909

           その他 7            その他 0            その他 132

     固定資産評価損 852      固定資産評価損 714

     (内訳)土地評価損 821      (内訳)土地評価損 714

           その他 30

　  上記土地評価損は、平成16年３月19日開催 　  上記土地評価損は、平成17年３月30日開催

  の取締役会において、同日に大和ハウス工業   の取締役会において、平成17年３月31日に株

  株式会社と不動産売買契約を締結し、旧大垣   式会社日建ハウジングと不動産売買契約を締

  工場跡地の一部を譲渡することを決議したこ   結し、旧大垣工場跡地の未売却分を譲渡する

  とに伴うものであります。当該固定資産譲渡   ことを決議したことに伴うものであります。

  の引渡は平成16年９月30日までを予定してお   当該固定資産譲渡の引渡は平成17年９月30日

  りますが、同契約上の譲渡価格で評価を行   までを予定しておりますが、同契約上の譲渡

  い、簿価との差額を特別損失に計上しており   価格で評価を行い、簿価との差額を特別損失

　ます。 　に計上しております。

５．減価償却実施額 ５．減価償却実施額 ５．減価償却実施額

　　有形固定資産 137 百万円 　　有形固定資産 121 百万円 　　有形固定資産 271 百万円

　　無形固定資産 7 　　無形固定資産 6 　　無形固定資産 15

(リース取引関係)

　 ＥＤＩＮＥＴによる開示を行うため記載を省略しております。

(有価証券関係)

 　前中間会計期間、当中間会計期間及び前事業年度における子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。

2

      　 　　至 平成16年６月30日)              至 平成17年６月30日)     　　　  　至 平成16年12月31日)

前事業年度

  　　　　   (自 平成16年１月１日

前中間会計期間 当中間会計期間

  　　　　  (自 平成16年１月１日   　　　　  (自 平成17年１月１日
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(１株当たり情報)

　１株当たり純資産額 120円75銭 　１株当たり純資産額 119円38銭 　１株当たり純資産額 121円36銭

　１株当たり中間純利益金額 74銭 　１株当たり中間純利益金額 10銭 　１株当たり当期純利益金額 3円21銭

　潜在株式調整後１株当たり 　潜在株式調整後１株当たり 　潜在株式調整後１株当たり
　中間純利益金額 72銭 　中間純利益金額 10銭 　当期純利益金額 3円17銭

（注）１株当たり中間（当期）純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

     (自 平成16年１月１日      (自 平成17年１月１日      (自 平成16年１月１日
    　至 平成16年６月30日)     　至 平成17年６月30日)     　至 平成16年12月31日)

 １株当たり中間（当期）純利益金額 

 中間（当期）純利益 (百万円) 40 7 181

 普通株主に帰属しない金額（百万円） ― ― ―

 普通株式に係る中間（当期）純利益（百万円） 40 7 181

 期中平均株式数（千株）

 中間（当期）純利益調整額 (百万円) ― ― ―

 普通株式増加数（千株） 180

 （うち優先株式（千株））

 希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１

 株当たり中間（当期）純利益の算定に含めなか 　　―――- 　　―――- 　　―――-

 った潜在株式の概要

前中間会計期間

前中間会計期間 当中間会計期間

 金額

 潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益

当中間会計期間 前事業年度

      　　　　至 平成16年６月30日)              　至 平成16年12月31日)

前事業年度

　　　　　   (自 平成16年１月１日   　　　　   (自 平成17年１月１日   　　　　　  (自 平成16年１月１日
            　至 平成17年６月30日)

56,498

865

　    (865)

54,229

1,359

　  (1,359) 　   ( ― )

68,607
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トーア紡コーポレーション

（重要な後発事象）
  前中間会計期間（自　平成16年１月１日　至　平成16年６月30日）
    該当事項はありません。

　当中間会計期間（自　平成17年１月１日　至　平成17年６月30日）
　　　連結子会社である東亜紡織株式会社（大阪市）は、関連会社である無錫中亜毛紡織印染有限公司において、回収
　　が遅延している債権を返済する訴えを中国江蘇省無錫市第一毛紡織染廠及び無錫奥新毛紡織染有限公司に対し、平
　　成17年８月15日に江蘇省高級人民法院へ提訴いたしました。

　前事業年度（自　平成16年１月１日　至　平成16年12月31日）
①新株予約権の発行
当社は、平成16年12月21日開催の取締役会において決議した、第三者割当による新株予約権に関して、払込期日
である平成17年１月７日に、新株予約権の発行総額である５百万円の払込を受けております。
（新株予約権の概要）

発行決議の日 平成16年12月21日
新株予約権の数 130個
目的となる株式の種類 普通株式
目的となる株式の数 13,000,000株
発行価額 5百万円
権利行使時の１株当たり払込金額 105円
行使期間 平成17年１月11日から平成22年１月７日まで

②新株予約権の行使
(1)当社は、平成17年１月21日に平成16年12月21日開催の取締役会決議に基づく新株予約権の権利行使により、
   次のとおり新株を発行しております。

発行した株式の種類 普通株式
発行した株式の数 2,800,000株
権利行使に係る払込総額 294百万円
新株の発行に伴う資本金への組入額 147百万円
当該新株予約権の権利行使に伴い、新株予約権１百万円を下記のとおり資本組入れしております。
資本金 0百万円
資本準備金 0百万円

(2)当社は、平成17年２月14日に平成16年12月21日開催の取締役会決議に基づく新株予約権の権利行使により、
   次のとおり新株を発行しております。

発行した株式の種類 普通株式
発行した株式の数 4,200,000株
権利行使に係る払込総額 441百万円
新株の発行に伴う資本金への組入額 220百万円
当該新株予約権の権利行使に伴い、新株予約権１百万円を下記のとおり資本組入れしております。
資本金 0百万円
資本準備金 0百万円

(3)当社は、平成17年２月28日に平成16年12月21日開催の取締役会決議に基づく新株予約権の権利行使により、
   次のとおり新株を発行しております。

発行した株式の種類 普通株式
発行した株式の数 4,000,000株
権利行使に係る払込総額 420百万円
新株の発行に伴う資本金への組入額 210百万円
当該新株予約権の権利行使に伴い、新株予約権１百万円を下記のとおり資本組入れしております。
資本金 0百万円
資本準備金 0百万円

(4)当社は、平成17年３月14日に平成16年12月21日開催の取締役会決議に基づく新株予約権の権利行使により、
   次のとおり新株を発行しております。

発行した株式の種類 普通株式
発行した株式の数 2,000,000株
権利行使に係る払込総額 210百万円
新株の発行に伴う資本金への組入額 105百万円
当該新株予約権の権利行使に伴い、新株予約権０百万円を下記のとおり資本組入れしております。
資本金 0百万円
資本準備金 0百万円

　　　なお、平成17年１月７日に発行いたしました第三者割当による第１回新株予約権（権利行使期間：平
　　成17年１月11日から平成22年１月７日まで）につきましては、平成17年３月14日をもって権利行使は完
　　了しております。
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